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《論
　　
説》
専門委員の説明について
―鑑定意見との役割分担に関して―
清
　
水
　　　　
宏
一．訴訟における専門的知見の導入
（一）専門訴訟の意義　
いわゆる現代型訴訟
（１）
の一カテゴリーとして、たとえば、医療過誤訴訟、建築関係訴訟、知的財産権訴訟、ＩＴ関
係訴訟など、 「専門訴訟
」
（２）
と呼ばれるものがある。すなわち、このカテゴリーに属するとされる訴訟においては、
事案を把握するために、裁判官や弁護士が通常有していない法律以外の高度の専門的知見を必要とする事件である。これら においては まずもって事件そのものが複雑であり、事案の解明や争点の把握が困難であることが多く、さらには、証拠の偏在現象も見られることから、通常の民事訴訟に比べて、その審理に多くの時間
（３）
と労力を
要することになることが指摘されている
（４）
。そして、こうした訴訟は社会の高度化・複雑化に伴いさらに増加する傾
向にあり、適切かつ迅速な解決 実効的な対策の必要性が強く指摘されてきた。わけても、これらの事件に
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おいては、裁判所や弁護士などが適切に専門的知見を訴訟に導入していくことのできる訴訟手続の構築が検討され、実施されてきた。（二）専門的知見の導入方法　
そうした専門的知見を訴訟に導入する方法としては、大きくは、裁判所がその導入に当たりイニシアティブを有
する場合である裁判所委託型
（５）
と、当事者がそうしたイニシアティブを有する場合である当事者委託型
（６）
とに分けるこ
とができる
（７）
。前者は、専門的知見を提供する専門家が、言わば「裁判所の補助者」として位置づけられ、裁判所が
その者の選任や、意見を述べさせる事項の決定を行うものである。また、当該専門家については、裁判官 同様の中立性や当事者からの独立性が強く要求 ることになる。　
こうした裁判所委託型に属する制度の内、外部の専門家に対して専門的知見の提供を求めるものとして、訴訟
において専門的知見を導入するための最も代表的な制度である鑑定〔民事訴訟法（以下、民事訴訟法は省略する）二一二条以下〕がある。鑑定とは 鑑定人を証拠方法とし 、裁判所の知識・判断能力を補充するため 特別の学識経験や専門知識・専門的知見を報告させる証拠調べをい
う（８）
。この鑑定手続においては、裁判所から委嘱された
鑑定事項について、鑑定人が口頭または書面によって、裁判所に対して鑑定意見を述べること 二一五条一項） 、および、鑑定人への質問（二一五条の二）を通じて、専門的知見の提供が行われる。また、この鑑定に類するものとして、裁判所が、必要があると認めるとき、官庁等または相当の設備を有する法人に鑑定を嘱託する鑑定の嘱託（二一八条）という手続もある
（９）
。上述の鑑定は、証拠方法として位置づけられることもあって、弁論主義の第三
テーゼと 関係から 当事者による証拠調べの申し出が必要とされ
）（（
（
のに対して、この鑑定嘱託は職権でもできる
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点で異なる。鑑定嘱託では、鑑定意見および鑑定書の説明を通じて、専門的知見の提供が行われる。さらに、裁判所が、必要 調査を官公署、商工会議所、その他の団体に嘱託する手続である調査嘱託（一八六条）もある。この制度では 嘱託を受けた 等が回答することで、専門的知見が提供されうる
）（（
（
。
　
これらに対して、裁判所における常勤または非常勤の職員である内部の専門家から専門的知見の提供を受けるも
のとして、まず 専門調停委員の利用がある。 なわち、専門訴訟が提起された場合に、裁判所が職権で付調停（民事調停法二〇条）を行い、民事調停委員として任用されている専門家による調停手続の中で専門的知見を提供させることが、実務上の工夫として行われている
）（（
（
。また、裁判官の命を受けて知的財産または租税に関する事件の
審理および裁判に関し必要な調査その他の事務を掌 ものである裁判所調査官（裁判所法五七条）制度もある。たとえば、知的財産権分野の裁判 官は、特許庁審判官 経験者や弁理士出身者から構成 ており
）（（
（
、必要な
調査を行い また、意見を述べることなどを通して専門的知見を提供している
）（（
（
。さらに、法律以外の専門的知見を
要する訴訟において、専門的知見に基づく説明 行う裁判所 補助者である専門委員制度（九二条の二以下）もこれに当たる。専門委員は そ 説明を通じて専門的知見を裁判所に提供す ことになる。　
こうした裁判所委託型に対して、後者においては、当事者自らが自己の主張・立証に必要な専門知識を導入する
べく、自ら専門的知見 提供する専門家を選任 た、当該専門家が意見を述べる事項の決定を行う。そして、この場合に当該 家が委託してくれ 当事者 の関係で党派性 有す ことが多いとされ 。　
この当事者委託型に属する制度としては、まずは、いわゆる私鑑定がある。すなわち、私鑑定と 、正規 証拠
調べとして 鑑定ではなく、 事者の一方が裁判外で任意に学識経験ある第三者に依頼して、経験則につ ての専門知識あるいは経験則 ついての事実判断をしてもらい、その報告を受訴裁判所に事実認定に供するため 提出す
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るものをいう
）（（
（
。提出された私鑑定の取扱いについては、これが書面で提出された場合には書証として取り扱い、ま
た、口頭で意見を述べる場合には、これを証人として取り扱うという実務上の対応がなされている
）（（
（
。もっとも、こ
うし 実務による書証としての取扱いについては、私鑑定を引き受けた者の専門家としての適格性を争うことができず、ま 鑑定人であれば認められた ずの忌避の権利（二一四条）が奪われること なり、 らには、鑑定人質問の権利（二一五条 二） 潜脱することになるという問題がある。した って、私鑑定は、当事者としての陳述の一部として取り扱うべき る
）（（
（
。それから、特別の学識経験を持つがゆえに知ることのできた過去の具体的事
実について陳述する者であ 鑑定証人（二一七条）もある
）（（
（
。たとえば、不法行為事件の被害者である原告を診察し、
治療した医者につ 、負傷の状況を報告させるとき、当該診察等を通じて知った過去の事実を報告するとともに、医者としての専門的知見をも加味す ことにな ため、一般の証人と区別し 取り扱われるものである。 証人の本質は証人であり、証人尋問の規定が準用され、尋問への回答を通じて専門的知見を提供す こ にな そ他、事実の存否や価値の評価に関 争いについての判断を第三者に委ねる仲裁鑑定契約
）（（
（
などもある。この仲裁鑑
定契約に基づき、専門家 よる鑑定評価を得て それを訴訟に提出 で 専門的知見を裁判所に提供することになる
）（（
（
。
（三）専門訴訟の問題点－鑑定制度の問題　
このように、民事訴訟制度においては、裁判所や当事者に対して専門的知見を提供する制度的枠組みが用意され
ている
）（（
（
。そして、専門委員制度が導入される以前は、これらの中でも、専門的知見を要する問題について、専門家
である鑑定人が所見を述べ、これを裁判官が追思考可能であるかという見地から評価を行い、鑑定人質問 よる批
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判的検討を経て、自由心証主義（二四七条）に基づいてその証拠力を自由に評価することで、正しい専門的知見を導入すること 保障する鑑定手続
）（（
（
が中核をなしてきた。
　
しかしながら、 この鑑定については、 運用の面での問題点が指摘されている
）（（
（
。 すなわち、鑑定を実施するに際して、
そもそも、問題となった専門的な争点について適切な鑑定人を確保することが困難であることが多く、また、鑑定人を得るのに時間もかかるという問題があ
る
）（（
（
。また、鑑定書の作成に時間がかかることが多いのが一般的であ
る
）（（
（
。
さらには、専門的知見を有しない裁判官が、専門家による鑑定意見を評価することが難しいという問題もある
）（（
（
。く
わえて、専門訴訟では 争点整理の段階など比較的早期 専門的知見を獲得することが必要であり、そのための制度として、釈明処分としての鑑定（一五一条一項五号）もあるが、利用上の難点があり、ほ んど利用されていないという問題もある
）（（
（
。
　
このようなことから、鑑定制度の改革を含めた専門訴訟への総合的な対策
）（（
（
が求められるようになった。
二．専門委員制度について
（一）導入の経緯　
専門訴訟への対応強化については、二〇〇一年の司法制度改革審議会意見書において、さまざまな形態による専
門家の紛争解決手続への関与を確保するとともに 充実した審理 迅速な手続により対処す ことが必要であるとの指摘がなされた。そして、審理期間の半減を目標として、民事事件一般につ の計画審理の推進や早期の証拠収集手段等の拡充といった訴訟制度全般にわた 改革 加え、わけても専門訴訟に関しては 「鑑定制度の改善」 「専門委員制度の導入 在り方の検討」 、 「法曹 専門性の強化」の 施が求められた
）（（
（
。そして、専門委員制度に関して
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は、 「各種専門領域における非法曹の専門家が、専門委員として、その分野の専門的技術的見地から、裁判の全部また 一部に関与し、裁判官をサポートする新たな訴訟手続への参加制度については、裁判所の中立・公平性を確保することなど 十分配慮しつつ、それぞれの専 性の種類に応じて個別に導入の在り方を検討すべきである」との提言がなされた
）（（
（
。
　
こうした司法制度改革審議会の意見を受け、法制審議会の民事・人事訴訟法部会では、専門委員制度の導入の是
非
）（（
（
に加えて、導入した場合における専門委員の権限、そして関与に際しての手続が問題となった
）（（
（
。具体的には、専
門委員の権限を争点整理に限定するか、和解や証拠調べへの関与も認めるかが議論され、また、専門委員の関与を認めるに際して、当事者の同意を必要とするかについて議論がなされた。そ 結果、争点整理、進行協議、証拠調べ、および和解という各局面において 専門委員が関与することと り、また、争点整理、進行協議 証拠調べにおいては、専 関与に際して当事者の意見を聴取するにとどめるもの 、人証 尋問 おい 発問する場合および和解に いては当事者の同意を求めることとなった。こうした 論を経て、 「民事訴訟法の一部を改正法律要綱」が決定され、二〇〇三年 第一五六回通常国会に当該要綱 沿った法案が提出された。そして、両院の法務委員会に 専門委員の中立性・公平性の確保 手続の透明化等 留意す ことなどの附帯決議なされた上で、本会議において提出法案の通り可決された。　（二）制度の概要　
こうして導入された専門委員制度を概観しておこう
）（（
（
。
　
まず、専門委員の位置付けであるが、専門的知見を要する事実に対する裁判所および当事者等の理解を補助する
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者であり、任期二年〔専門委員規則（以下、専門規則とする。 ）三条〕の非常勤の裁判所職員としての性質を有するものとされる（九 条の五第三項・四項） 。そして、専門委員は最高裁判所が専門的な知見に基づく説明をするために必要な知識経験を有する者から任命し 専門規則一条） 、各裁判所に所属することに る（専門規則四条） 。その上で、受訴裁判所が当事者の意見を聴いて、各事件につき一名以上を指定する（九二条の五第一項・二項） 。専門委員は、裁判所に所属する中立的な 家としての知見の提供を求められることから、裁判官 関する除斥・忌避・回避に関す 規定が準用される〔九二条の六、民事訴訟規則（以下、民事訴訟規則を単に規則と表示 ）三四条の九〕 。もっとも、専門委員は、同じく中立の立場で専門的知見を裁判所に提供する鑑定人とは異なり、裁判所内部の専門家であることから、その説明に際して宣誓は不要とされ、また、当該説明がそのまま証拠方法 して認められるも ではない。　
つぎに、専門委員の関与方法であるについては、第一に、裁判所は、争点もしくは証拠の整理または訴訟手続の
進行に関し、必要な事項 協議をす にあたり 訴訟関係 明瞭にし、または訴訟手続 円滑な進行を図 ため、必要があると認めるときは、当事者の意見を聴いた上で、決定で、専門委員を関与させることができることとなっている（九二条の二第一項前段） 。当該説明については 手続の透明性を図るため、裁判長の訴訟指揮に従い、書面により、または、口頭弁論期日、弁論準備期日、もしく 進行協議期日に、口頭により行うことになる（九二条の二第一項後段、規則三四条の二第一項 そして、裁判所は、手続保障を充足させ 当 者に対して 専門委員が行った説明について反論を述べる機会を与えなければならないものとされる（規則三四条の五） 。なお、期日外において専門委員の説明がなされた場合 裁判所書記官 説明事項が訴訟関係を明瞭にするうえで重要であるときは、当事者双方に当該事項を通知しなけ ばならず、また 提出された書面 写し 送付 なければなら
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東洋法学　第58巻第２号（2014年12月） 専門委員の説明について〔清水　宏〕
ない（規則三四条の三） 。　
第二に、裁判所は、証拠調べをするにあたり、訴訟関係又は証拠調べの結果の趣旨を明瞭にするため必要がある
と認めるときは、当事者の意見を聴いて、決定で専門委員を手続に関与させ、専門的知見に基づく説明をさせることができる（九二条の二第二項前段 この場合も、 期日外における専門委員の説明は当事者双方に開示され、 また、意見を述べる機会が当事者に与えられることになる（規則三四条の三、 三四条の五） 。また、この場合 おいて、証人もしくは当事者本人の尋問または鑑定人質問の期日において 説明させるとき 裁判長は、当事者の同意を得て、訴訟関係又は証拠調べ 結果の趣旨を明瞭 す ために必要な事項について、専門委員が証人等 対し直接問いを発することを許すこ ができる（九二条の二第二項後段） 。　
第三に、裁判所が和解の勧試を行う 際し、必要があると認めるときは、当事者の同意を得て、決定で、当事者
双方が立ち会うことのできる和解期日に、専門委員を関与させることもできる（九二 二第三項） 。　
その他、専門委員が遠隔地に居住しているなど裁判所が相当と認めるときは、当事者の意見を聴いて、電話会議
システムを利用することができる（九二条の三、規則三四条の 第二項、三四条の七　
また、受命裁判官または受託裁判官が主宰する手続においても関与することができ （九二条の七本文、規則
三四条の一〇） 。　
なお、専門委員の手続関与につき は、相当と認め ときは、申立てまたは職権により専門委員 手続
与を取消すことができる（九二条の四本文） 。また、当事者双方の申立てがあるときは、専門委員 関与を取消さなければならない（九二条の四ただし書き） 。
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（三）専門委員制度について考察する場合の基本的な視座　
こうした専門委員制度について考察する際に、最も重要な視点としては、どのような局面で「誰が何のために専
門的知見を必要としているのか」というものであろう
）（（
（
。こうした大局的視点が定まってこそ、制度の在り方、運用
の在り方といったものが決まってくるのであり、まずは、こうした視点から専門委員制度について考察する姿勢をとることが有意義である。　
その上で、留意点をいくつか挙げておくと、第一に、専門委員を通じた専門的知見の導入に際して、透明性を確
保するこ が必要である
）（（
（
。すなわち、当事者の手続保障という観点からは、まずは、専門委員の説明内容を当事者
が正確に知ることができることが重 である
）（（
（
。そして、当該専門委員の説明に対する当事者からの質問や反論の機
会を保障することで、専門委員の 解が無批判の ま裁判官に影響を与えているのではなく、きちんとした検証を経て、内容の正当性・信頼性を担保されたかたちで導入されていること 明らかにしてこそ、専門委員制度に対する信頼を維持できるのである
）（（
（
。
　
第二に、専門委員の中立性・公平性を確保することが必要である
）（（
（
。専門委員は、わけても裁判官に専門的知見を
提供することが予定されてい 。その意味 は、上述のように裁判官の判断を補助する者 るとい ことがでる。そして、 鑑定人と比べると、 訴訟における多く 局面で、 機動的に専門的知見を提供することが求められており、裁判官に対する影響が比較的強いとみ もでき 。そうし 中で、専門委員 行う説明については、わけてもその内容が自己に不利益 感じる当事者にとっては偏頗なもの 映る可能性 ある。そこで、上述のように 除斥・忌避・回避の制度をおくことによって中立性・公平性を確保するこ が図られてはい が、さら 、専門委員を関与させるにあたっても、その中立性などにつ 当事者の評価を尊重す こと 重要
）（（
（
。こうした当事者の意
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向の尊重ということは、手続の性質によって考慮すべき程度も異なるため
）（（
（
、慎重な検討が必要である。また、説明
が与える影響を考慮しながらも、当事者の説明に対するニーズを考慮し、説明として許容される範囲を説明の行われる局面と 関係で検討することが必要である。こうして「専門委員に人を得ること
」
）（（
（
も制度に対する信頼を高
め、その円滑な運用を図るために 大変重
）（（
（
。
　
第三に、専門委員の専門的知見に基づく説明は証拠ではないため、その説明が裁判官の心証に直接的かつ不適切
な影響を与えることを排除する必要があ
）（（
（
。すなわち、専門委員の説明が裁判官の心証形成に代替するものであっ
ては らない。というのは、専門委員は、証拠方法と位置づけられる鑑定人とは異なり、専門的知見を民事訴訟手続に供給する手続的な工夫であって、その地位は上述のように裁判所の補助者的職員であることから、裁判官が事実認定 際して、その基礎とするこ できる証拠資料とはなり得ない である。そして、この は 上述した中立性・公平性の確保の要請 密接な関連性を有し、両者が相まって専門委員 行う説明が、特に当事者にとって受け入れ可能なものと り、制度の円滑 運用に資す ことに ろう。なお、ここ は、あくまでも裁判官の心証に代替することが禁じられるのであり 少し も影響 与え こと 禁じられるとす ものではない
）（（
（
。
　
第四に、その他の専門的知見を導入する手段との関係を考慮する必要がある。すなわち、上述のように、専門的
知見の導入手段としては、専門委員以外に、鑑定、鑑定証人、専門家調停委員、裁判所調査官などがある。こうした各種手段の法的性質や、それが利用され の性質など 適切に考慮して、使い分けをする必要が もっとも、役割分担を徹底するあまり 的知見 導入が煩雑と り 必要以上の負担 求め こと な のでは本末転倒である。したがって、複数の制度がいわば積層 構造 下に実効的に機能 よ に配慮する とも必要である
）（（
（
。
85
東洋法学　第58巻第２号（2014年12月） 専門委員の説明について〔清水　宏〕
三．専門委員の「説明」の意義
（一）立法の経緯からの検討　
以上のような考察に基づいて、専門委員の行う「説明」の意義について考察してみる。
　
この 「説明」 の意義 ついて考えるにあたり、 同じく専門的知見を訴訟手続に提供する鑑定人や裁判所調査官は 「意
見」を述べるのに対して、何故専門委員の場合に「説明」という文言になったかについて検討することが一つの出発点となり得る。そこで、まずは、立法の沿革についてふれておきたい。　
この点については、平成一四年六月一七日にまとめられ 民事訴訟法改正要綱中間試案では、 「専門委員の専門
的な知識経験に基づく意見」との表現が提案されていた。この点については、既述のように、医事関係事件との関係で、原告である患者側に立つこ 多い弁護士から、医療界に対する不信感を背景として、専門訴訟では専門的経験則自体に争いがあるところ、専門家 意見を聴くこととなると、裁判官はその意見により争点 ついての心証を形成することとなってしまう とが想定され それ 手続保障 ない鑑定を行うようなものであるとの批判がなされ、専門委員制度の導入そのもの 反対がなされた
）（（
（
。そこで、争点についての判断は裁判官自身が行うもので
あり、専門員は争点の判断にわた 意見 ては らな こととして 最終的 「専門的知見に基づく説明」いう文言が採用されることに った。 して、この文言の意味する ころにつ ては 専門委員の手続は裁判所が適切に訴訟指揮権 行使できるよう するためのものである とから 鑑定との区別をより明確にするため、 「説明」という用語を採用したものであり、その実質は専門委員が専門的知 の 供をするも の趣旨 確にしものであるとされた
）（（
（
。したがって、この「説明」という用語の意味を考えるうえでは、鑑定との区別を意識しつつ、
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専門的知見の提供がどのようにあるべきかを検討する必要があるといえる
）（（
（
。
（二）専門家に説明を求める事項からの検討　
こうした点をふまえて、 「説明」の解釈について検討するに、つぎに、専門委員による専門的知見の提供はどの
ような内容であるべきかという点について検討する。これについては、いくつかの段階に分けて考えることができる
）（（
（
。すなわち、第一に、①裁判所が適用するべき経験則を一般的・抽象的に提供することがある。すなわち、 「こ
うした経験則が存在しますよ」などと、専門的知見に関 情報の存在を知らせることである。第二に、②専門用語を解説したり、当事者の主張の意味について解説をしたり ことがある。これは、裁判官や当事者の知らない専門用語の意味などを解説することで、裁判官および当事者が主張の意味するところなどを理解 き ように、詳細な意味を明らかにすることであ 。第三に、③専門的経験則を事実 適用した一般的な推論結果を報告することがある。これは、当該専門委員の関与 ている事件を離れ 、一般論として、特定 経験則に一定の事実を てはめると、どのような帰結を引き出すことが可能である 、客観的に説明することである。第四 、④当該専門委員の関与している事件における具体的事実を、経験則に当てはめた場合の推 を聴くことがあ 。 れ 事案の具体的事実関係を前提として、 経験則を適用した場合、どのような帰結を引き出すことが可能であるか、自己の価値判断に基づ て示すことであ 。　
これらのどの内容まで許容されるかについては、上述のように、専門委員の「意見」ではなく「説明」という文
言が採用された経緯に照らすならば、意見のような価値判断はもとより、推論 も含むも ではなく、客観的知識の提供にとどまるべきも とすることが考えられる。す わち、① ②が説明の意味するところ あると 理解
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が可能である。　
また、法解釈の出発点である文言解釈によることも考えられる。すなわち、国語辞典によれば、 「説明」とは、
ごく一般的には、事柄の内容や意味を、よく分かるように解き明かすことであり、事実の描写や確認にとどまる「記憶」との対比において「説明」の意味するところを検討すると、事物が何故このようになっているか いうことの根拠を示すことであるといえ、さらに、科学的研究の文脈では、個別 象を一般法則と初期条件から導き出すことであるといえる。そこで 事象を因果法則に って演繹的に把握し これを報告する客観的推論までが、説明に含まれ 理解 ることも可能である
）（（
（
。すなわち、③までも含める見解である。
　
もっとも、こうした考え方を採用し、説明内容を限定的に捉えることについては、批判もない けではない。す
なわち、元々、 「説明」 「意見」 を明確に区別すること自体が難しいという問題がある
）（（
（
。また、実務上の経験
から、専門訴訟における専門的知見の導入 際しては、具体的事実 離れた一般的な説明はほとんど意味がなく当該事案における具体的事実を経験則に当てはめた場合の推論こそが求められている 事情も ようである
）（（
（
。
　
こうしたことから、専門訴訟における専門家の説明には、争点についての見通しを付けるための説明を求める場
合のように、具体的事実関係に専門 経験則を当てはめ、評価的な要素を加えた「評価的説明」
）（（
（
も不可避であると
して、これを含める見解もある
）（（
（
。
　
たしかに、敢えて「説明」という文言を採用した立法の経緯や、わけても医事関係訴訟において専門家に対する
不信が未だなお存在す ことに鑑みれば、 「説明」の意義はある程度限定的に捉えるべきとも思われる。もっとも、いわゆる「評価的説明」が実務上の工夫として行われてい ことは、実際上のニーズ 基づくものであり 一概に
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否定してしまうべきではない。　
そこで、単純な択一的課題としてこの問題を考察するのではなく、専門委員が説明を行う局面ごとに、どこまで
の説明が許容されるべきかという観点で検討するべきである。　（三）専門家の関与する局面からの検討　
専門委員の関与する局面は、上述のように、イ争点整理の場面、ロ進行協議の場面、ハ証拠調べの場面、ニ和
解勧試の場面があり、これらに加えて、理論上は、ホ判決作成の場面もあ
る
）（（
（
。これらのうちホの局面については、
口頭弁論終結後であることから、上述の基本的視座の内、専門家の関与の透明性の点で問題があり、また、心証形成に影響を与える可能性が大きいことから、これも説明が裁判官の心証形成に代替す 者 あってはならないという命題 抵触するおそれが り、妥当でない
）（（
（
。こうしたこともあってか、現行法では採用されず、イ～ニまでの範
囲となった。こうしたことを前提とし 専門委員の関与の在り方 議論されている。　
この点につき、一つには、 は、本来争点整理に限定されるべきも であるから、証拠調べおよび
和解については謙抑的であるべきであるとする見解 ある
）（（
（
。すなわち、イおよびロの局面では専門委員が比較的積
極的に訴訟に関与し、説明を通じ 専門的知見の提供をある程度広く許容し、それが裁判官 心証 影響を与えることも肯定するのに対 て、ハ、ニの局面 は、専門委員の説明はあくまで一般的なものにとどめ べきであるとする見解である。こ 見解 専門委員 説明 鑑定 役割分担を重視す 考えでもある。こ に対して、専門知識が必要な局面は、争点整理に限定されないとして、証拠調べや和解におい も専門委員 積極的関与を認めるべきであるとする見解
）（（
（
もある。
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後者の見解からは、前者に対して、たとえば証拠調べへの関与が裁判官の心証形成に影響を与える可能性につい
て、極端なケースを想定してそうしたデメリットを云々すべきではなく、専門委員の中立性や専門的知見の導入に関する透明性により、そうした不都合は想定されないとの批判
）（（
（
や、訴訟実務における心証形成の実体に鑑みて、主
張段階と証拠調べ段階とを時期的に分離して、証拠調べ段階においてのみ心証を採ることができるというような硬直的な考え方は訴訟の実情に合わない
）（（
（
とする批判もある。
　
もっとも、こうした批判は、そもそも、専門委員は、鑑定人に代替するものではなく、あくまでも争点整理を補
佐する者という位置付けで議論がなされてき
た
）（（
（
ことを軽視しているきらいがあるのではないかと思われる。また、
証拠調べや和解における専門委員 説明が裁判官の心証形成に及ぼす影響は直接的でありうるのに対して、争点整理における説明は証拠調べによ 事実認定の対象の絞り込みということでは、心証形成への影響 間接的なものにとどまる
）（（
（
。さらに、そもそも専門委員制度も民事訴訟法上の制度である以上、民事訴訟の構造に適合的であるべき
であるところ
）（（
（
、集中証拠調べの段階では専門的知見の導入方法として鑑定制度が存在するのであり、それによるの
が民事訴訟法の予定す 審理構造 ふさわしいと解すべきである
）（（
（
。その上、専門委員の説明については反論の機会
が与えられるもの 、鑑定人質問と比べると同等の手続保障が与えられるか 明であること、証拠調べでの説明が弁論の全趣旨として扱われると、裁判官の心証を代替するおそれ あること、専門委員の説明に 記録化 義務付けもなく、宣誓も不要であるなど、大きな違いがあり、 を安易に鑑定に代替させることは問題である
）（（
（
。加えて、後者の見解は、前者の見解について、イ、ロについては一般的な説明のみを認め、ハ、ニについては、
ほとんど関与を認めないかのようにきわめて制限的に らえているかの感がある 前者 見解も現行法を前提とする以上、ハ、ニについて専門委員の説明を全く認め いわけではなく、イ、ロと 比較にお て、謙抑を求める
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に過ぎない
）（（
（
。その他、和解において専門委員の説明を受けて形成された心証が、和解不調となった場合、判決のた
めの心証として利用されるとき、かつての和解兼弁論に対して抱かれた懸念がここでも妥当しないわけではない
）（（
（
。
　
専門委員の関与する局面の内、争点整理・進行協議においては、そこでの議論を活性化し
）（（
（
、適切に争点を把握す
ることで、もって効率的な審理を実現するためにも、専門委員が機動的に的確な専門的知見を提供することがきわめて重要である。これに対して、証拠調べの段階においては、原則として鑑定を通して専門的知見を得ることとし、専門委員の説明は その補完と位置づけるこ ができれば、専門的知見を導入するための諸制度の関係の明確化にも資するといえよう。　
したがって、前者のように①② 局面においては専門委員の説明の内容を比較的緩やかに解し、③④の局面にお
いては、鑑定に代替す や裁判官の心証に代替す を避けるためにも 比較的制限的に捉えるべきである。（四）小括①争点整理期日・進行協議期日における専門委員 説明　
このように解するならば、まず、争点整理期日・進行協議期日における は、裁判所 よび当事者
が専門的知見を要する問題を適切に理解し 、争点整理や進行協議を行うのに必要な限り 、上述した①専門的経験則の一般的提供、②専門用語の解説、③専門的経験則を用いた客観的推論のみ らず、④ わゆる評価的説明までも、 「説明」として行うことができるものと解す
る
）（（
（
。なお、評価的説明を行う際には、当事者にその点に
ついて教示を行い、理解を求めておくのが望ましいであろう
）（（
（
。
　
その上で専門委員の説明することにな 事項としては 主張の整理、証人尋問事項の整理、鑑定事項の 、鑑
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定人の選定
）（（
（
、証人尋問や鑑定を実施する次期などが挙げられる。また、弁論準備手続期日において、書証の取り調
べ（一七〇条二項）をする際に、専門委員の説明を聴くことも、争点整理のための説明と解される
）（（
（
。さらには、専
門文献や私鑑定の意味を明確にしたり、その記述内容の評価の説明を求めることも可能である。　
なお、専門委員の説明に関して当事者から異議が述べられるような場合においては、釈明処分としての鑑定
（一五一条一項四号）によってその当否を明らかにすることも考えられよう
）（（
（
。
②証拠調べ期日における専門委員の説　
繰り返しになるが この段階における専門的知見の導入方法は、原則として鑑定である。費用の問題などを考え
ると、鑑定以外の方法は一切認めないとすることは合理的ではないにしても、その潜脱がなされないようにするべきである。　
したがって、この局面 おいて専門委員の説明は、基本的に上述の①および②に限定されることになると解する。
③の客観的推論についても、抽象的な 般論として行う であれば、許容する余地もないではないが、謙抑的であるべきである。具体的には、鑑定意見や証言に現れた用語の意味内容を明らかにすることを中心として、裁判所や当事者が鑑定意見、証言、書証を理解する補助的な説明をすることになる。　
なお、証拠調べの段階において、争点整理の段階では予想できなかったため、裁判所も気付かず、また、当事者
も主張していない争点に専門委員が気付いた場合、専 委員がその点を説明 よって が許されるかという問題があ 。こうした場合に証拠調べの段階であることをもっ 、そ を許さないと のは行き過ぎであり、適正な裁判の理想にも違う ろう。そうした場合には、裁判長が釈明権 行使する前提 して、説明を行うもの みて肯定するべきである
）（（
（
。
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③和解期日における専門委員の説明　
和解期日においては、当事者間の合意形成に資することを目的として、専門委員の説明が行われることになる。
その文脈では、和解 よる紛争解決の実効性の観点から、専門委員の説明を広く捉えることにも合理性がないわけではない。しかしながら、上述したように、仮に和解が不成立であった場合に、そこで形成された心証がその後の証拠調べ等にどのように影響するかという点で疑問なしとはなしえない。したがって、 の局面における専門委員の説明は、証拠調べ期日におけると同様の内容ということになる
）（（
（
。
（五）説明の弁論の全趣旨としての斟酌　
なお、専門委員の行った説明を弁論の全趣旨として事実認定に用いることができ か いう問題もある。わけて
も、争点整理手続や進行協議期日 おいて行われた評価的な説明が、弁論の全趣旨と て心証形成に用いられることが認められるかは、重大な問題である この点 ついて、専門委員の説明は、当該専門委員が関与 弁論準備手続等の結果陳述により口頭弁論に上程されれば、弁論の全趣旨と り、事実 認定 当たってこれを斟酌することができるとの見解
）（（
（
も存在する。たしかに、理論的には専門委員の説明も口頭弁論に現れた一切の事情として取り
扱うことが可能であり、弁論の全趣旨に含めることが解釈上できな わけではない。しかし がら、弁論の全趣旨は当事者の主張の内容、態度、訴訟の情勢から当然すべき主張・証拠の提出を怠ったこと、など口頭弁論における一切の積極・消極 事情を指すものであり
）（（
（
、当事者が口頭弁論において発信する情報に限定することが相当であ
る
）（（
（
。また、そもそも、専門委員の説明が鑑定の潜脱にならないようにすべきであり、専門委員の説明が裁判官の心
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証に代替しないようにすべきことに鑑みれば、専門委員の説明を弁論の全趣旨として考慮するべきではないと解する
）（（
（
。
四．結びに代えて
　
以上により、現行民事訴訟法の構造を前提とするならば、専門委員の説明は、争点整理手続期日や進行協議期日
においては、専門的経験則の一般的な提供 加えて、具体的な事案を前提とした推論である評価的説明にまで及ぶことが許容されるものと解する。これに対して、証拠調べ期日や和解期日においては、裁判所や当事者が鑑定意見、証言、書証を理解す 補助 な説明をすることにとどめるべきである。　
なお、こうした専門委員の説明について考察するに際し、民事訴訟では当事者主義が原則であることから、当事
者による専門的知見の収集の努力を重視 べきであるとの指摘もある
）（（
（
。たしかに、専門的知見導入の最たる方法
である鑑定が 拠方法とされ、弁論主義が原則であること どに鑑みれば 当事者や訴訟代理人弁護士が専門的知見を提供するための努力 いうもの 重要性は言うまでもないであろう。しかしながら、そうした専門的知見へのアクセスが容易ではないという事情 無視できないのではないだろうか。そう た観点か は、当事者が証拠や情報を収集する制度の一層の拡充を図るか、あるいは、専門参審制度へ 展開すること
）（（
（
を考える必要もあるものと思
われる。
以上、
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（１）
　
現代型訴訟とは、たとえば製造物責任訴訟、医療過誤訴訟、環境訴訟、会社訴訟のように、対象とする紛争が複雑である、
専門的である、巨大であるといった特質を有し、伝統的な事件類型である土地所有権をめぐる訴訟や動産売買をめぐる訴訟とは異質なものの一般的な呼称である。小島武司「現代型訴訟の役割と特質」三ヶ月章＝青山善允編『民事訴訟法の争点［新版］ 』 （有斐閣、一九八八年）二八頁。現代型訴訟に関しては、なお、徳田和幸「現代型訴訟の役割と特質」三ヶ月章＝青山善允編『民事訴訟法の争点［第三版］ 』 （有斐閣、一九八八年）二四頁 新堂幸司「現代型訴訟とその役割」同『民事訴訟制度の役割』 （弘文堂、一九九三年）二九一頁など参照。
（２）
　
専門訴訟という用語の意味するところについては、加藤新太郎「専門委員の制度設計のあり方―民事訴訟の専門化対応推進
のために」判タ一〇九 号三六頁、 笠井正俊『 「計画審理」および「専門 」について』ＮＢＬ七四一号三八頁以下、 伊藤眞「専門訴訟の行方 一二四 四 以下、笠井正俊「専門 への対応」法時七四巻一一号三五頁、秋山幹男 伊藤眞＝加藤新太郎＝高田裕成＝福田剛久＝山本和彦『コンメンタール民事訴訟法Ⅱ第二版』 （日本評論社、二〇〇六年）二三七頁以下、村田渉「専門訴訟」大江忠＝加藤新太郎 編『手続裁量とその規律』 （有斐閣、 〇〇五年）二〇一頁、加藤新太郎『民事事実認定論』（弘文堂、二〇一四年）二八七―二八八頁などがある。
　　　
なお、専門訴訟には上述のように、医事関係訴訟、建築関係訴訟、知的財産権訴訟など専門性の高い訴訟があり、これらを
総称して専門訴訟と呼ぶことができるものの、それぞれにおける専門的知見の導入に対する考え方には異なるものがあり 単純にひとまとめにして論じることには困難もある。長谷部由起子「専門委員 鑑定」ジュリ一二五二号三 奥宮京子 専門委員制度の実情と課題」松嶋英機＝伊藤眞＝福田剛久編『門口正人先生退官記念論文集・新しい時代の民事司法』 （商事法務 一一年）五六三―五六六頁、杉山悦子「専門委員制度の現在と未来」小野秀誠＝滝沢昌彦＝小粥太郎＝角田美穂子編『松 恒雄先生還暦記念論文集・民事法の現代的課題』 （商事法務、二〇一二 一〇 九―一〇四二 、座談会「専門委員の活用 ついて 判タ一三七三号六一二頁〔鈴木利廣発言〕など。
（３）
　
たとえば、二〇一二年度において、専門訴訟のひとつとされる知的財産権関係民事事件の平均審理期間が一五・七カ月であっ
た。荒井章光＝高橋彩＝松川充康「知的財産高等裁判所、東京地方裁判所、大阪地方裁判所知的財産権部各部 事件概況 曹時
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六五巻一一号三七頁。これ対して、地裁における既済事件の平均審理期間は七・八カ月、未済事件の平均審理期間でも九・三カ月であった。曹時六五巻一一号六七頁。その他、こうしたことを示す統計資料として、司法研修所編『専門的な知見を必要とする民事訴訟の運営』 （法曹会、二〇〇〇年）八頁以下、笠井前掲注二ＮＢＬ・三九頁など参照。
（４）
　
加藤前掲注二・三六頁、笠井前掲注二法時・三五頁、伊藤前掲注二・四頁など。
（５）
　
この用語法については、杉山悦子『民事訴訟と専門家』 （有斐閣、二〇〇七年）三四一頁以下を利用させていただいた。
（６）
　
同上。
（７）
　
専門的知見 導入に関して、専門家の地位および手続規律について詳細な考察を行い、現行の制度を分析したものとし 、
杉山前掲注五・三四一頁以下がある。
（８）
　
新堂幸司『新民事訴訟法第五版』 （弘文堂、二〇一一年）六四三頁、高橋宏志『重点講義民事訴訟法【下】第二版補訂版』 （有
斐閣、二〇一四年）一一七頁、杉山前掲注 ・三六一頁以下など。
（９）
　
高橋前掲注八・一二〇頁、杉山前掲注五・三七三頁以下など。
（
10）　
この点については、職権による鑑定を許容するべきではないかという議論も存在するが、立法論としてはともかく、解釈論
としては許されないと解する。新堂前掲注八・六二一頁、高橋前掲注八・九 ―九七頁注（八七）など。
（
11）　
なお、調査嘱託と鑑定との関係、特に 鑑定に調査嘱託を代替させることができるかについては 議 がある。杉山前掲注五・
三七四頁以下参照。
（
12）　
特に、建築関係訴訟などでは、専門家調停委員が事件の解決に大きく寄与している される。た えば、座談会「民事訴訟
の新展開［上］ 」判タ一一五三号二五頁〔斎藤隆発言〕 、高部眞規子「専門委員制度の更 る活用のために」判タ一三六八号 九頁、河野清孝「建築関係訴訟等の審理の現状と課題について」民訴雑誌五八号一七〇頁など。もっとも、民事調停の手続を目的外に使用するものであって、制度本来の趣旨に反するとの批判もある。高部同上、山本和彦「専門訴訟 課題と展望」司法研修所論集一〇五号四九―五〇頁参照。
（
13）　
高部前掲注一二・三〇頁。
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（
14）　
なお、知的財産権に関する事件における裁判所調査官の事務等に関しては、民事訴訟法九二条の八に定めがおかれている。
秋山ほか前掲注二・二七七頁以下など。また、その分析については、杉山前掲注一二・三七九頁以下。
（
15）　
中野貞一郎「科学鑑定の評価」同編『科学裁判と鑑定』 （日本評論社、一九八八年）五三頁。
（
16）　
こうした実務を擁護するも として、野田宏「鑑定をめぐる実務上 ニ、三の問題」中野貞一郎編『科学裁判と鑑定』 （日本
評論社、一九八八年）九頁、一一頁注（三三） 、加藤新太郎「民事鑑定の今日的課題」同『手続裁量論』二五七頁以下、杉山前掲注一二・三八三―三八四頁など。なお、民事訴訟法の解釈上これが可能であるかを検討したものとして、福永清貴「私鑑定の証拠法上の取扱い」早法七三巻一号二一五頁以下がある。
（
17）　
中野前掲注一五・五七頁、木川統一郎「争点整理過程で提出された私鑑定書の取扱いについて」同編『民事鑑定の研究』 （判
例タイムズ社、二〇〇三年）八六頁、木川統一郎「専門訴訟における書証（専門文献・私鑑定）と自由心証主義」判タ一一五六号六六頁以下。また、高橋前掲注 ・一二六頁注（一二八）では、実務としての便法であるとしながら、理論的には問題があるとの指摘をされている。なお、中野貞 郎「私鑑定について（再論） 」判タ六八九号二三―二四頁では、書証と ての申し出があり、正規 鑑定 不当に潜脱する趣旨でなければ、書証と認めるべきと若干の修正をされている。また、福永清貴「民事訴訟における私鑑定 限界」企業法研究一三号一 頁以下 同「民事訴訟における私鑑定の限界」民訴雑誌四八号二二六頁以下は、私鑑定人を鑑定人として選定し、鑑定人質問を行うべきであるとしている。
（
18）　
高橋前掲注八・一一九―一二〇頁。
（
19）　
仲裁鑑定契約については、たとえば、豊田博昭「仲裁鑑定契約の法構造（一）～（三完） 」修道法学一三巻一号八九頁以下、
同一四巻一号三九頁以下、同二 三 五頁以下、杉山前掲注五・三 四―三八五頁 どがある。
（
20）　
それが、裁判所を拘束する旨の訴訟契約を締結した場合の問題について述べるものとして、杉山同上。
（
21）　
なお、制度的なものではないが、裁判官も、訴訟代理人となる弁護士も、自ら専門文献を入手し 研究することで私知とし
ての専門的知見の獲得のための努力を図っているのが通常である。こうした努力が からこそ 上述の専門的知見を提供する諸制度が機能しうることは言うまでもない。
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（
22）　
木川前掲注一七判タ・六六頁。また、現行法の下でも、集中証拠調べの段階では、専門的知見はあくまでも証拠方法として
の鑑定人から得るとするのが審理構造にふさわしいとする見解がある。笠井前掲注二ＮＢＬ・四二頁。そのように考えるのが理論的に正当である。
（
23）　
加藤前掲注二判タ・三六頁、伊藤前掲注二・二一－二二頁、秋山ほか前掲注二・二三八頁、笠井前掲注二法時・三五頁、村田
前掲注二・二〇二頁、 加藤前掲注二民事事実認定論二八八頁、杉山悦子 『民事訴訟法重要問題とその解法』 （日本評論社、 二〇一四年）一五四一五五頁など。
（
24）　
この点については、近時、裁判所、弁護士会、そして各種専門家の団体の努力により、鑑定人候補者のリストが作成されたり、
また、鑑定制度への理解を得ることで改善されている。こうした取り組みについては、たとえば、名古屋地方裁判所民事四部「名古屋地方裁判所医療訴訟集中部－発足後二年の歩み」判タ一一四八号六八―七〇 七二頁 大阪地方裁判所専門訴訟事件検討委員会「大阪地方裁判所医事事件集中部発足五 を振り返って」判タ一二一 号六四―六五頁、一志泰滋＝松葉佐隆之＝本田能久＝荒谷謙介＝三島聖子＝福田敦＝坂本隆一＝南毅彦＝松藤達也「福岡地方裁判所医療集中部発足三年間の取り組み状況」判タ一二二一号五〇頁、太田雅之 中島真希子＝多田雅子「横浜地裁における医療訴訟の審理の実情」判タ一二九五号五七―五八頁など。こうした努力にもかかわらず、専門家の数が少ない地方においてはなお、鑑定人確保が困難な課題として存在するようである。
（
25）　
この点についても、鑑定事項の明確化、鑑定人マニュアルの作成などによって、鑑定人の負担を軽減することで対応が図ら
れてはいる。
（
26）　
この点については、野田・前掲注一六・一八頁以下、中野前掲注一五・三〇頁以下、木川統一郎「民事鑑定における心証形成
の構造」木川統一郎編『民事鑑定の研究』 （判例タイムズ社、二〇〇三年）五頁以下など。
（
27）　
証拠調べとしての鑑定と同様に、鑑定人の確保をめぐる困難さがあるとともに、意見陳述の方法が証拠調べの規定によるこ
とから、争点整理において適時・適切に専門的知見を入手することが難しい、職権で行う場合に鑑定費用をだれが負担するかという問題が生じる、などの点が指摘されている。長谷部前掲注二・三一頁加藤前掲注 判タ・三六頁、伊藤前掲注二・二一－ 二
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頁、笠井前掲注二法時・三五頁、村田前掲注二・二〇二頁、杉山悦子『民事訴訟法重要問題とその解法』 （日本評論社、二〇一四年）一五四一五五頁など。
（
28）　
山本前掲注一二・五二―五七頁。こうした問題は、我が国固有のものではなく、たとえば母法国ドイツにおいても、長らく問
題とされている。ドイツにおける議論に関するものとして、
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 93-66f. （
1980 ）などがある。そこでは、鑑定人を合議体の構
成員として裁判所を構成す ことや、法律以外の専門的知見を有する者を裁判官として採用すること、裁判所職員としての鑑定人を採用しておくこと、裁判官に対して法律以外の専門教育を施すことなどが検討されている。もっとも、ほとんど実際の改革には結びついておらず、数度にわたる法改正を通じて、判例を基に鑑定人 役割が明確化されたにとどまっている。杉山前掲注五・一四四―一五二頁。
（
29）　
さらには、知的財産権関係事件について、 「東京・大阪地方裁判所の知的財産関係事件専門部の専門的処理体制の一層の強化」 、
「弁理士への侵害訴訟代理権の付与」 、 「知的財産権関係のＡＤＲの拡充・活性化」等の対策を講じるよう提言がなされた。笠井前掲注二法時・三五頁など参照。
（
30）　
こうした提言の背景には、専門訴訟において早期の機動的な専門家による関与が求められていることや、実務における専門
家調停員や司法委員の活用などがあるとされる。笠井前掲注二 時・三六頁。
（
31）　
特に、医事関係訴訟における導入については、主として原告代理人を務める弁護士から、医師に対する不信感に基づき、裁
判所が専門委員である医師の意見により心証形成を行うと、原告である患者に不利益 作用するおそれがあるこ など 理由として、強い反対がなされた。笠井正俊「専門委員について」曹時五六巻四号八三 頁など。こうした傾向は、専門委員制度が導入された現在でも一部残っており、この種の訴訟においては、原告側が専門委員の選任に反対するため、結果として専門委員利用できないこと 多いよう 池田辰夫＝浜秀樹＝揖斐潔＝村田渉＝徳岡由美子「医事関係訴訟における審理手続の現状と課題（上） 」判タ一三三〇号一八―一九頁〔村田渉発言〕など。
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（
32）　
法制審議会における議論については、笠井前掲注二法時・三六―三八頁、笠井前掲注三一・八三〇―八三二頁など。
（
33）　
制度の概要については、小野瀬厚「民事訴訟法改正の経緯と概要」ジュリ一二五二号九―一〇頁、舘内比佐志「改正民事訴
訟規則等の概要」判タ一一三六号五―七頁、餘多分宏聡＝藤田敏之「改正民事訴訟規則および専門委員規則の概要」ＮＢＬ七七八号二七―二八頁秋山ほか前掲注二・二三七―二七六頁、最高裁事務総局民事局監修『条解民事訴訟規則〔増補版〕 』 （司法協会、二〇〇四年）六七―七一頁など。
（
34）　
杉山前掲注二・一〇三二頁、一〇五六―一〇五七頁。
（
35）　
加藤前掲注二判タ 三七頁、笠井前掲注三一・八四四―八四五頁、秋山ほか前掲注二・二四三頁、村田・前掲注二・二 五頁など。
（
36）　
この点について、対席主義を遵守することが最も大切であり、それによって裁判官および当事者が専門委員から入手する情
報が全く同じとなり、持って弁論の活性化を図ることもできるとの指摘がある。西口元「弁論活性化方針としての専門委員の活用」判タ一一九一号五〇頁。
（
37）　
専門委員の関与 在り方については、裁判所調査官が当事者から見えないところで働い いるため、活動実態 分からず当
事者が反論できないという不満、また、裁判官 判断よりも調査官の判断の方が優越しているのではないかとの疑心を生んだことを反省し、透明化 図られた面があるとの指摘をなすものとして、高橋宏志「民事訴訟法の平成一五年改正」同『重点講義民事訴訟法下〔補訂版〕 』 （有斐閣、二 六年）五五四 。
（
38）　
笠井前掲注三一・八四四頁など。
（
39）　
伊藤前掲注二・一七頁。
（
40）　
村田前掲注二・二〇五頁。
（
41）　
加藤前掲注二判タ・三七頁、秋山ほか前掲注二・二四三頁、村田同上、加藤前掲注二民 事実認定論・二九一頁など。なお、
座談会前掲注一二・二五頁〔大森文彦発言〕 。
（
42）　
なお、かつては第一級の専門家であったとしても、現時点では、その有する専門的知見が利用に耐え得ないもの なっており
専門性という観点からは疑義があると言わざるを得ない者については、当然のことながら専門委員としての適格を欠くことにな
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る。加藤前掲注二判タ・三七頁、秋山ほか前掲注二・二四三頁、加藤前掲注二民事事実認定論・二九一頁など。
（
43）　
加藤前掲注二判タ・三七頁、秋山ほか前掲注二・二四三頁、村田前掲注二・二〇五頁、座談会前掲注四七・一三頁〔鈴木発言〕 、
同一三―一四頁〔徳岡由美子発言〕など。
（
44）　
笠井前掲注二ＮＢＬ・四二頁、村田前掲注二・二一八頁注（三五） 百谷要一＝辻野隆三＝西田寛＝中本敏嗣＝本多俊雄＝矢
尾渉＝石原雅也＝浦上薫史＝杉原哲治 「大阪地裁における専門委員と裁判官のパネルディスカッション」 判タ一三七一号一四頁 〔矢尾渉発言〕など。
（
45）　
この点に関連して、専門委員制度と調査官制度との役割分担についてはどのように考えるべきか議論がある。すなわち、専
門委員と裁判所調査官はいずれも専門的知見を訴訟手続に導入する裁判所の補助者的な位置付けになる点では同じである。しかしながら、た えば、専門委員は外部専門家を非常勤の職員として関与させるのに対して、 所調査官は常勤の職員であり、まさに裁判所内部の専門家として関与することになる。また、専門員の ついては、当事 の意向を尊重する必要があるのに対して、 調査官は裁判所の裁量による のである。さらには、専門委員は、訴訟において必要とされる専門的知見であれば、原則と その分野を問わないのに対して、裁判所調査官は、知的財産関係や租税関係など一定の分野に限定されてい 。こうしたことから、Ａ．裁判所調査官には、幅広い専門的知見の供給を、専門委員には、その訴訟特有 行動の専門的知見の供給を求めることを前提とし、 の関与が原則であって、専門委員は必要に応じ べきである する見解がある。また、Ｂ．専門委員にも一般的専門的知見 供給を求める形で関与させ こととし、両者の関与形態は、裁判所 適宜な判断に委ねられるとす 見解もある。さらには、Ｃ． 訴訟につ ては、専門委員と裁判所調査官とをいずれも原則関与とし、知見のレベル・内容についても相互乗り入れをしてよい する見解などがある。これら 見解につ ては、伊藤前掲注二・二一頁、秋山ほか前掲注二 二四四頁、加藤前掲注二民事事実認定論・二九一―二九二頁参照。専門委員の関与については当事者 意向が尊重されるも の、裁判所調査官の関与に際して それが要件 され いない以上、両者の併用は当然 ありうることである。また、専門委員は非常勤であるのに対して、裁判所調査官は常勤であることから、臨床研究または文献研究など 通じた専門的知見の獲得には相違があることが考えられる。このことは、 提供される専門的知 の内容の相違に結びつくこともあろうし また、
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同じ専門的知見を異なる観点から提供することになることも考えられる。したがって、専門委員と裁判所調査官の手続関与の原則・例外の枠付け、供給を求める専門的知見のレベルや内容については、予め規制するべきではないと解する。秋山ほか前掲注二・二四四頁、加藤前掲注二民事事実認定論・二九二頁参照。
（
46）　
また、当時、有名医大付属病院におけるカルテ改ざん事件も発覚するという事情も、この議論に影響を与えたようである。
こうした議論の経緯については、奥宮前掲注二・五六七―五六九頁、徳岡由美子「専門的知見を要する 訴訟における専門委員の活用についての考察」民訴雑誌五七巻一九八頁など。
（
47）　
林圭介「専門委員の関与のあり方」判タ一三五一号五頁、百谷ほか前掲注四四・一三―一四頁〔矢尾発言〕 、座談会前掲注
四七・六頁〔山本和彦発言〕 同一七頁〔徳岡発言〕 。
（
48）　
鑑定の区別にどの程度の重きを置くかにより、在り方のニュアンスが変わってくることになる。林前掲注四六・六頁以下は、
鑑定との区別をかなり緩やかに捉えられるようである。
（
49）　
専門委員に説明を求める事項の分類については、杉山前掲注五・三 一頁以下、徳岡前掲注四五・一九八 以下など。
（
50）　
徳岡前掲注四五・一九九頁。林前掲注四六・六頁 れば、専門訴訟では、当該事案に専門的経験則をあてはめた場合の推論
を聴くことが不可欠になっており、争点整理の段階においては、事実関係を前提とした客観的な推論も含めた説明を求めることが重要となっているとし、当該事案の前提となっている具体的な事実関係を含む類型的事実について、専門的経験則を当てはめて、 当事者の主張の有効性の吟味に役立つ仮説的命題の報告を求めること 専門委員制度が予定する説明 まれるのであってこのような客観的推論を専門委員 述べさせることは当然に許さ べき とする。
（
51）　
同上。
（
52）　
西口前掲注三六・四八頁。たとえば、医療過誤訴訟 おいて、担当医師の過失を判断する基準は、当時の医療水準であり、Ａ
症状があれば、ａ疾患という診断が当時の医療水準 照らして相当であるかが判断されることになり、専門家はここで専門的知見を提供することになる。その際、専門家は、 「Ａ症状があればａ疾患である」と診断するのが専門的経験則であると説明することもあるし、逆に、 「ａ疾患であればＡ症状を呈する」 考えるのが専門的経験則であると こともあり 専門家の説明は、 ず
102
東洋法学　第58巻第２号（2014年12月） 専門委員の説明について〔清水　宏〕
れにせよ、具体的な事実に即した意見であるとする。なお、徳岡前掲注四五・一九九―二〇〇頁によれば、結論を直接聴くことはしないようにし、事案の見通しを考えるにあたって参考と る事項や、具体的事実を前提として取り入れた質問に分解して、推論も含めてできる限り客観的な説明 求め 運用をしてい ことを前提に、こうした取扱いを、説明に含まれるものとしている。
（
53）　
徳岡前掲注四五・一九九頁によれば、純粋な客観的推論のほか、多少なりとも善意・優劣等の評価的要素（価値判断）の入っ
たものを「評価的説明」と 専門訴訟においては、ある程度の評価的説明は不可避であるとする。
（
54）　
大阪地裁を中心とする医事関係訴訟における実務に基づくものとして、林前掲注四六・六―七頁、池田ほか前掲注三一・一八
頁〔徳岡由美子発言〕 。こうした取扱いの背景には、意見書中心の東京地裁に対して 意見書に頼れず、その余の知見を活用し、最後の手段として鑑定で勝負をつける いう実務 相違があるとの指摘があるようであ 。池田ほか前掲注三一・ 頁〔徳岡由美子発言〕 、 杉山前掲注二・一〇四五―一〇四九ページ。また、 公正で透明性のある納得のいく形で専門 な知見 補充や主張の特定・明確化がなされていくという点 、こうした専門家の関与を大きな 義があるとす ものとして、徳岡治「岡山地裁における専門委員制度の運用の実情―医事関係訴訟での運用を中心に―」判タ一二一七号一〇頁。なお、当事者双方が専門委員の回答を希望している事項について許容されるとするものとして、太田ほか前掲注二四・五六頁。もっとも、同じ大阪地裁でも 建築関係訴訟におい は、専門委員による説明に際しての留意事項として、専門委員による が意見ないし評価にかかわることがないよに注意し、説明を求める事項について支持する必要がある い 。大阪地方裁判所専門訴訟事件検討委員会「大阪地方裁判所建築関係集中部における審理の実情～改正民事訴訟法下における審理の現状―専門委員制度と計画審理の導入を中心に～」判タ一一六八号六一頁、座談会前掲注四七・一七頁〔徳岡発言〕 。なお、同一八頁〔岡崎克彦発言〕
（
55）　
加藤前掲注二判タ・三七頁。
（
56）　
同上。
（
57）　
笠井前掲注二ＮＢＬ・四二―四 頁、笠井前掲注二法時・三六―三八頁、長谷部前掲注二 三三―三四頁、笠井前掲注
三一・八四五―八四七頁、杉山前掲注二三・一五六‐一五八頁。なお、村田前掲注二・二一九―二二〇頁。
（
58）　
加藤前掲注二判タ・三八―三九頁、西口前掲注三六・四七―四八頁、安西明子『 「専門訴訟」における争点形成と審理方式』
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成蹊法学六〇号三二頁。なお、奥宮前掲注二・五七八頁。また、林前掲注四七・五―七頁参照、座談会前掲注四七・一九頁〔畠山稔発言〕 。
（
59）　
加藤前掲注二判タ三八頁。
（
60）　
西口前掲注三六・四八頁。
（
61）　
座談会前掲注一二・二六頁〔鈴木利廣発言〕 、 〔奥宮京子発言〕 。
（
62）　
争点整理時における心証は、証拠調べ時における心証と合致することが多いとの指摘もある。池田ほか前掲注三一・二四頁
〔徳岡発言〕もっとも、これは練達の裁判官の経験により適切な推論が働いていることによる事実上のものということもあろう。
（
63）　
加藤前掲注二判タ・三七頁。
（
64）　
笠井前掲注二ＮＢＬ・四二頁、笠井前掲注二法時・三七頁、長谷部前掲注二・三三―三四頁、杉山前掲注二三・一五八頁など。
なお、笠井前掲注三一・八四六―八四七頁
（
65）　
笠井前掲注三一・八四六―八四七頁、杉山前掲注二三・一五八 座談会 四七・一九頁〔山本発言〕
（
66）　
こうした観点からは、奥宮前掲注二 五七八頁は、前者の見解に属するものとみることもできよう。
（
67）　
座談会前掲注一二・一九―二〇頁〔奥宮京子発言〕参照。
（
68）　
百谷ほか前掲四四・一四頁〔矢尾発言〕 。なお、安西明子「専門家の巻き込み」判タ一二八六号五八頁以下
（
69）　
杉山前掲注二・一〇五三頁。
（
70）　
林前掲注四七・六頁、座談会前掲注四七・一八頁〔岡崎発言〕など。
（
71）　
一志ほか前掲注二四・五〇頁、太田ほか前掲注二四・五 頁など
（
72）　
秋山ほか前掲注二・二五 。
（
73）　
杉山前掲注二・一〇五六頁。
（
74）　
長谷部前掲注二・三四頁、加藤前掲注二民事事実認定論 九八 二九九 。秋 ほか 掲注二 二五七頁も同旨か。
（
75）　
杉山前掲注二・一〇五五―一〇五六頁。
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（
76）　
林前掲注四七・八頁。
（
77）　
大判昭和三年一〇月二〇日民集七巻八一五頁。
（
78）　
加藤前掲注二民事実認定論・三〇〇頁。
（
79）　
村田前掲注二・二一八頁、加藤前掲注二民事実認定論・三〇〇頁、杉山前掲注二三・一五八頁など。
（
80）　
長谷部前掲注二・三四頁、奥宮前掲注二・五七 頁、杉山前掲注二三・一五九頁、杉山前掲注二・一〇五六―一〇五七頁など。
（
81）　
笠井前掲注三一・八三四頁、山本前掲注一 三頁。
―しみず
　
ひろし・法学部教授―
